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抄 録
わが国では保健所の数が減っているにもかかわらず，保健所で働く医師が不足しており，特に都会で

はなく地方の県型保健所において欠員が目立っている．この現状に対して，①医学界における医師であ
る保健所長のニーズの再認識を広げること，②医学部・医学系大学院における公衆衛生学・地域保健学
教育カリキュラムの強化，③医学部卒後の保健所長育成のための実務教育カリキュラムの検討等が必要
と考えられる．
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Abstract

Thereisananotherissuethatlessphysiciansareworkingatlocalgovernments（publichealth
centers）inJapaneseruralcommunity.Thewaystoincreasephysiciansworkingatlocalgovernments

（publichealthcenters）innumberareasfollow:1）Allthepeopleincludingphysiciansshouldrealize
thatthereisaneedofphysiciansworkingatlocalgovernments（publichealthcenters）topromote
residents’health.2）Educationonpublichealthshouldbeconductedmoreintensiveinbothmedical
schoolsandpostgraduateschoolsofmedicine.3）Theconcreteprogramsforphysiciansworkingatlocal
governments（publichealthcenters）shouldbedeveloped.
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は じ め に

平成16年度より始まった新臨床医師研修制
度の結果，医学部の臨床医学教室による地域の
病院への臨床医の配置機能が弱まり，いわゆる
医師不足が全国的に広がった．この中で，少数
となった地域の中核的病院の勤務医師の仕事の
過剰負荷を引き起こす悪循環から，連鎖反応的
に医師不足が強まり医療崩壊１）とも言える状況
に至った．
他方で，医学部を卒業して医師となったその

大部分は臨床医として働き，医学研究者や行政
医師として働く者は少数である．実際，行政機
関の従事者数は平成22年12月31日現在ではわ
ずか1,669人であり，我が国の全医師数295,049
人の0.6％を占める２）に過ぎない．
京都府立医科大学では，1971年に大学の中に

医療センターという中二階の組織を設置し，か
つての旧京都府立与謝の海病院の勤務医師（平
成25年4月からは京都府立医科大学附属北医療
センター）や京都府の保健所医師を含む行政医
師は京都府立医科大学の教員が併任で勤務する
というシステム３）となっている．これは，全国
80大学医学部のうち10％を占める8つの公立
大学医学部の中でも京都府立医科大学特有の制
度であり，京都府保健所の所長はこれまで欠員
なく確保されてきた．しかし，近年このシステ
ムも必ずしも上手く機能しているとは言い難い
状況であり，京都府の7つの保健所の所長であ
る医師の配置に難渋する事態となっている．筆
者は本学における社会医学系教室の教授として
医療センター所長を補佐する立場からこのこと
に深く関わってきたので，医学部における社会
医学教育と関連して保健所を含む行政医師の配
置の現状と課題について整理し，その将来展望
について述べてみたい．

方法と対象等

全国の県型保健所と政令市・特別区型保健所
数の推移を昭和51年～2012/2013年の国民衛
生の動向４）から収集して整理した．また，京都
府における京都府と京都市の保健所数の推移を

保健福祉統計年報５）等の資料から整理した．こ
のことと関連して医学教育の視点から，全国機
関衛生学公衆衛生学教育担当者名簿平成24年
度版６）を資料として，全国の医学部における社
会医学系教室の実態を整理した．

成 績

全国の保健所数は図1に示すように1978年
に県型保健所657，政令市・特別区型保健所201，
合計858と最大値を示し，その後850前後で推
移し，地域保健法施行後の1997年に県型保健
所525，政令市・特別区型保健所181，合計706
と激減し，その後漸減し，2013年では県型保健
所370，政令市・特別区型保健所124，合計494
と最大値の40％強の数の保健所が消失してい
た．京都府においても表1に示すように2004
年度に府保健所の再編統合がなされ，12保健所
から7保健所へと減少し，2010年には京都市の
保健所が11から1に減じ，かつての23保健所
体制から8保健所体制になっていた．また，平
成24年度における全国の医学部における社会
医学系教室の実態は，80ある医学部の倍以上の
175の社会医学系教室が存在する６）が，保健福
祉衛生行政と関連する地域保健分野の研究を主
として実施しているものは限定的であるように
推察された．

考 察

現在，全国に494か所の保健所が存在するこ
とは，494人の保健所長が在職しているはずで
あるが，実はその約10％に欠員があり，全国保
健所長会のホームページでは常時公募が掲載さ
れていて７）2013年8月25日現在で28都道府県
と14市が公衆衛生医師の公募をしている．図1
において示したように，保健所には政令市・特
別区型と県型の2種類があり，政令市・特別区
型保健所は人口の密集した都会に設置されてい
るために保健所長を含む行政医師は比較的充足
しており，実は保健所長の欠員があるのはほと
んどが人口の少ない県型保健所である．そうい
う意味で，保健所数が減少した中でも保健所長
が不足している実態は地方における医師不足と
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は別のもう一つの医師不足ということができ
る．保健所に2種類があるということはその業
務も微妙に異なっており，政令市・特別区型保
健所は市区町村として直接的な住民サービスで
ある健診・検診，予防接種と管理的業務の両者
を実施しているが，県型保健所は直接的な住民
への保健サービスである健診・検診は管轄して
いる市町村が実施するので，主に管理的業務を
実施している．京都府の7保健所は県型保健所
であるので，直接的な住民への保健サービスよ
りも管理的業務が主体であるので，保健所長の

資質としても管理業務を俯瞰的に見渡せる能力
が必要である．かつての京都府の12保健所体
制の時の保健所長には部分的であるが地域にお
ける健診・検診業務を担う必要性もあったが，
近年の直接的な保健サービスの提供はHIV簡
易検査のチェックや健康診断書業務等さらに限
られたものとなっている．
保健所長が医師でなければならないという規

定は，古くは既に廃止された保健所法の時代か
らあり，1994年に旧保健所法を引き継いて制定
された地域保健法の地域保健法施行令第4条に
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も定められている．この中で，医師要件原則と
して，医師たる職員で，次の「いずれかの要件
に該当」する者として，①3年以上公衆衛生の
実務に従事した経験がある者，②国立保健医療
科学院の行う養成訓線の課程を経た者，③厚生
労働大臣が，前二号に掲げる者と同等以上の技
術又は経験を有すると認めた者が該当すること
になっている．ただし，2007年12月13日付の
厚生労働省健康局長通知により，2008年4月よ
りその要件の緩和が図られ，地方公共団体の長
が，医師をもつて保健所長に充てることが著し
く困難であると認めるときは，2年以内の期間
を限り，次の「いずれの要件にも該当」する医
師でない職員をもって保健所長に充てることが
できるようになった．すなわち，①厚生労働大
臣が，公衆衛生行政に必要な医学に関する専門
的知識に関し医師と同等以上の知識を有すると
認めた者，②5年以上公衆衛生の実務に従事し
た経験がある者，③国立保健医療科学院の行う
養成訓練の課程を経た者である．なお，やむを
得ない理由があるときは，1回に限り，期間を
延長することができるが，2年を超えることは
できず，医師でない職員をもって保健所長に充
てる場合においては，当該保健所に別途，医師
を置かなければならないことになっている．実
際，2012年4月より，全国で2か所の保健所に
おいてそれぞれいずれも行政経験のある歯科医
師が保健所長に就任したことが知られている．
そもそも，保健所長が医師でなければならな

いということの是非についても行政分野の一部
では疑問が投げかけられている．すなわち，近
年公務員定数の削減の中で優秀な事務職を処遇
するための幹部ポストの不足もあって，医師か
らは希望者の少ない保健所長を他の職種で担当
しても良いのではないかという声が地方行政の
中では上がっている．しかし，保健所長は地域
社会における健康課題に対して総合的に取り組
む職であり，多職種のいる保健所職員を統括し
て，地域社会の指導者である自治体の首長，警
察署長，消防署長，医師会長，自治会長等の住
民代表者と協調して対処していく特殊な性格を
有する専門職である．健康の諸課題に対する理

解と疾病予防の専門的方法論の熟知が要求され
る職でもある．地域住民の健康の保持・増進の
ためには医療を裏打ちする保健や福祉・介護と
合わせて総合的対応を実施することが必須であ
り，そのために地域保健の現場に指導的立場の
医師がいることが必須である．
本質的に行政医師を育成するには教育が最も

重要である．そこで，本学における医学部教育
や大学院教育を学生教育資料９）や大学院教育資
料１０）を振り返ってみて，保健所医師を育成する
に十分な教育が実施できていたかというと，残
念ながら十分ではなかったのではないかと自省
している．医学部教育においては“保健所の仕
事と地域保健”，“感染症対策各論としての結
核”及び，“感染症対策各論としてのインフルエ
ンザ”を保健所長併任の本学教員から第3学年
の3学期に講義いただいているのと地域保健実
習として毎年10人～15人の医学科の医学生（第
4学年）を京都府北部保健所へ夏休み期間中に
1泊2日で連れて行ってきた．特に，夏休みの
地域保健実習では，各保健所の管轄地域の地域
中核病院の見学実習も含めて実施しており，医
療と保健の両面を垣間見てもらうことによって
公衆衛生マインドを持った医師を育成すること
を目指してきた．また，大学院博士課程の教育
では筆者は本務の地域保健医療疫学以外に地域
保健福祉行政システム論（特論）も担当してき
たが，微々たるものであったという思いがあ
る．医学や公衆衛生学の基礎的方法論に加え
て，医師が不得意で，かつ保健所行政において
必要とされる環境・衛生分野の基礎知識や行政
における管理職としての教育カリキュラムも必
要である．
前述したように，保健所長となる医師の一つ

の要件として国立保健医療科学院における保健
所長の養成訓練の課程を経ることが言われてい
る．これは通常年度初めの4月～6月に実施さ
れているが，年度当初の年1回だけという限定
されたものであって機会が不十分であるという
批判もある．国立保健医療科学院が埼玉県和光
市にあることも，地方の医師にとっては受講し
づらいという意見もある．全国各地のもう少し
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狭い地域においても受講しやすい課程が必要で
あり，大学院教育の中でもきちんとしたカリ
キュラムとして受講できるような工夫が必要で
はないかと考える．このように，保健所長を目
指す医師を増やすためにも地域保健についての
学部教育と大学院教育の強化が必要である．
保健所長を目指す医師が少ない現状に対し

て，全国の医学部の社会医学系教室で組織する
全国機関衛生学公衆衛生学教育協議会では18
年前より毎年夏休み期間中に社会医学サマーセ
ミナー８）を厚生労働省厚生科学課の支援を受け
て実施しており，また全国の保健所長会でも近
年ではセミナーを開催し医学生の勧誘を行って
いる．このようなセミナーを通じて実際に厚生
労働省の医系技官の進路を選択した者が一定数
存在しているので意味があると評価もされてい
る．国の医療保健福祉行政を担う医師がある時
期地方行政を担い，回転ドアのように地方と中
央を往き来することは現場を知った医師が行政
に関わるという意味でも意義深いので，今後推
進して行く必要がある．実際，厚生労働省と全

国の医学部との人事交流も行われており，厚生
労働省において2年程度働いたのち派遣元の医
学部に戻る人事が全国的に広がってきている．
本学でも数名の実績があり，厚生労働省から本
学に戻ってくる時のための職を用意することの
制度化が進められている．逆に，行政医師とし
ての進路を準備するための医師の職を京都府健
康福祉部において確保し，その職を経て将来，
京都府の保健所長等の行政医師に就任する制度
も2012年度にスタートして現在実際に進みつ
つある．

お わ り に

保健所長を含む行政医師を増やすためには，
①医師である保健所長のニーズの再認識，②医
学部・医学系大学院における公衆衛生学・地域
保健学教育カリキュラムの強化，③医学部卒後
の保健所長育成のための実務教育カリキュラム
の検討等が必要と考えられた．
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